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令和２年４月１日以降入札の工事から適用

２）運転費の算出

運転費＝燃料費＋労務費＋上乗費

（１）燃料費

燃料費＝{回航用引船(または自力回航船舶)の燃料消費量(ç/h)×運転時間(h)}×燃料単価(円/ç)

（｛ ｝は小数１位四捨五入、全体は小数１位切捨て）

①回航用引船の燃料消費量(雑品含む)は「回航用引船歩掛表」による。

（２）労務費

労務費＝（※労務単価＋乗船手当）×乗組員数×供用日数（Ｎ１） (小数１位切捨て)

※労務単価は「水産基盤整備（漁場）設計積算基準 第２章 １節 ２－１－５労務単価の補正 ４）２交代制の場合

の労務単価」による。

①回航用引船の乗組員数は「回航用引船歩掛表」による。

②乗船手当は供用日数（Ｎ１）が、１日未満の場合は乗船手当を計上しない。

（３）上乗費

上乗費＝（※労務単価＋乗船手当）×上乗員数×供用日数（Ｎ１） (小数１位切捨て)

※労務単価は「水産基盤整備（漁場）設計積算基準 第２章 １節 ２－１－５労務単価の補正 ４）２交代制の場合

の労務単価」による。

①被回航船舶等のうち主作業船については、回航中の保安要員として乗組員のうち船団長１名と普通船員２名を

乗船させることを標準とする。

ただし、保安要員は、船の大きさ、回航距離、経路等により増減することができる。

②乗船手当は供用日数（Ｎ１）が、１日未満の場合は乗船手当を計上しない。

（４）回航用引船の歩掛

回航用引船歩掛表

燃料消費量(雑品含む) 乗 組 員（人）
規 格 摘 要

ç／h 高級船員 普通船員

鋼Ｄ 350PS型 ３９．８ １ １

〃 450 〃 ５１．３ ２ １

〃 500 〃 ５７．０ ２ １

〃 600 〃 ６８．４ ２ １

〃 800 〃 ９１．１ ２ １

〃 1,000 〃 １１４．１ ２ １

〃 1,200 〃 １３６．９ ３ １

〃 1,500 〃 １７１．０ ３ １

〃 2,000 〃 ２２８．０ ３ １

〃 2,500 〃 ２８５．０ ３ ２

〃 3,000 〃 ３４２．１ ４ ２

〃 4,000 〃 ４５６．０ ４ ３
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（５）自力回航船舶の燃料消費量

自力回航船舶の運転１時間当たりの燃料消費量は、下式による。

自航起重機船： 燃料消費量（ç／h）＝主機関の定格出力× 0.191ç／kw・h （小数２位四捨五入）

ガット船： 燃料消費量（ç／h）＝主機関の定格出力× 0.277ç／kw・h （小数２位四捨五入）

揚錨船･引船･押船：燃料消費量（ç／h）＝主機関の定格出力× 0.155ç／kw・h （小数２位四捨五入）

（６）乗船手当

乗船手当は、下表のとおりとする。

職 種 乗船手当 摘 要

船 団 長 2,854円

高 級 船 員 2,854円
金額は消費税を含まない金額である。

普 通 船 員 2,854円

２－３－３ 損料の算出

１）算出手順

〔被回航方式の場合〕

・引船規格 → 回 航 用 引 船 損 料 の 算 出 →①回航用引船損料
・運転時間
・供用日数（Ｎ２）

„

・被回航船舶等の船種・規格 → 被回航船舶等の損料の算出 →②被回航船舶等の損料
・供用日数（Ｎ２）

„

①回航用引船損料 → 損 料 の 算 出 →・損料
②被回航船舶等の損料

〔自力回航方式の場合〕

・船種・規格 → 損 料 の 算 出 →・損料
・運転時間
・供用日数（Ｎ２）

２）損料の算出

（１）回航用引船の損料

損料＝（運転時間当たり損料×運転時間）＋（供用日当たり損料×供用日数）

（（ ）内は各々、小数１位切捨て）

（２）被回航船舶等の損料

損料＝供用日当たり損料×供用日数 （小数１位切捨て）

（３）自力回航船舶の損料

損料＝（運転時間当たり損料×運転時間）＋（供用日当たり損料×供用日数）

（（ ）内は各々、小数１位切捨て）

（４）道有の船舶は、損料を計上しない。
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（２）旅費等の算出方法
旅費等算出の基本式は下記のとおりとする。

・宿泊を要しない場合

旅費＝人件費＋普通日額旅費＋交通費

注）交通費とは、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃とする。

・宿泊を要する場合

旅費＝人件費＋日当＋宿泊費＋交通費

注）交通費とは、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃とする。

（３）旅費の算出
旅行のための交通手段は下記のとおりとする。

・ 陸路を原則とするが、1,000ｋｍを越える場合は空路で積算することができる。

・ 北海道内の移動はすべて陸路とする。

①普通日額旅費および日当については、下記による。

(1)宿泊を要しない場合（普通日額旅費）

職 種 普 通 日 額 旅 費
区 分

船団長・高級船員 普通船員

行程8キロメートル以上16キロメートル未満
536円 536円

又は引き続き5時間以上8時間未満の場合

行程16キロメートル以上100キロメートル未満
818円 818円

又は引き続き8時間以上の場合

行程100キロメートル以上の場合
1,081円 1,081円

（在勤地以外の地に限る）

注）1．在勤地内の旅行の場合は、計上しない。

2．上表中の金額は、消費税を含まない額である。

(2)宿泊を要する場合（日当）

職 種 日 当 摘 要

船団長・高級船員 2,000円
金額は、消費税を含まない額である。

普 通 船 員 2,000円

注）行程100km以上の旅行をする場合に計上することができる。

②宿泊費

職 種 甲 地 方 乙 地 方 摘 要

船団長・高級船員 円 8,909円
金額は、消費税を含まない額である。

普 通 船 員 円 8,909円

注）1.甲地方とは、東京都、千葉市、横浜市、川崎市、大阪市、堺市、名古屋市、京都市、神戸市、

広島市、福岡市、およびその他これらに準ずる地域で財務省令で定める地域をいい、乙地方とは、甲地

方以外の地域をいう。

2.車中泊が必要な場合には、乙地方相当の宿泊費を計上することができる。

3.船中泊の場合は宿泊費に替え、船賃に食費が含まれていない場合に限り食卓料を計上することが

できる。

令和２年４月１日以降入札の工事から適用
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３－３ えい航の積算

３－３－１ 運転費の算出

１）代価表作成手順

・引船規格 → 燃 料 費 の 算 出 →①燃料費
・運転時間

„

・引船規格 → 労 務 費 の 算 出 →②労務費
・被えい船の船種、規格
・供用日数（Ｎ１）

„

①燃料費 → 運 転 費 の 算 出 →・運転費
②労務費

２）運転費の算出

運転費＝燃料費＋労務費

（１）燃料費

燃料費＝｛えい航用引船の燃料消費量（ç／hr）×運転時間（hr）｝×燃料単価（円／ç）

（｛ ｝内は小数１位四捨五入、全体は小数１位切捨て）

①えい航用引船の燃料消費量（雑品含む）は「えい航用引船歩掛表」による。

（２）労務費

（２５浬未満(航行距離(片道)）の場合

労務費＝※労務単価×※乗組員数×供用日数（Ｎ１） (小数１位切捨て)

※労務単価は就業８時間単価による。

※乗組員数はえい航船舶のほか被えい航船舶を含む。

①えい航用引船の乗組員数は「えい航用引船歩掛表」による。

（２５浬以上(航行距離(片道)）の場合

労務費＝（※労務単価＋乗船手当）×※乗組員数×供用日数（Ｎ１） (小数１位切捨て)

※労務単価は「水産基盤整備（漁場）設計積算基準 第２章 １節 ２－１－２労務単価の補正 ４）２交代

制の場合の労務単価」による。

※乗組員数はえい航船舶のほか被えい航船舶を含む。

①えい航用引船の乗組員数は「えい航用引船歩掛表」による。

②乗船手当は供用日数（Ｎ１）が、１日未満の場合は乗船手当を計上しない。
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和元年１０月） 新旧対照表（令和２年４月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 旧 新 摘要

5-1-9 第５章 間接工事費の施工歩掛 第５章 間接工事費の施工歩掛
１節 回航・えい航費 １節 回航・えい航費 漁港関係工事積算

２ 回航 ２ 回航 基準（2019.10）の

２－３ 回航の積算 ２－３ 回航の積算 改定に伴う、旅費

の記載内容の改定

２）運転費の算出 ２）運転費の算出

運転費＝燃料費＋労務費＋上乗費 運転費＝燃料費＋労務費＋上乗費

（１）燃料費 （１）燃料費

燃料費＝{回航用引船(または自力回航船舶)の燃料消費量(�/h)×運転時間(h)}×燃料単価(円/�) 燃料費＝{回航用引船(または自力回航船舶)の燃料消費量(�/h)×運転時間(h)}×燃料単価(円/�)

（｛ ｝は小数１位四捨五入、全体は小数１位切捨て） （｛ ｝は小数１位四捨五入、全体は小数１位切捨て）

①回航用引船の燃料消費量(雑品含む)は「回航用引船歩掛表」による。 ①回航用引船の燃料消費量(雑品含む)は「回航用引船歩掛表」による。

（２）労務費 （２）労務費

労務費＝（※労務単価＋乗船手当）×乗組員数×供用日数（Ｎ１） (小数１位切捨て) 労務費＝（※労務単価＋乗船手当）×乗組員数×供用日数（Ｎ１） (小数１位切捨て)

※労務単価は「水産基盤整備（漁場）設計積算基準 第２章 １節 ２－１－５労務単価の補正 ４）２交代制の場合の労務 ※労務単価は「水産基盤整備（漁場）設計積算基準 第２章 １節 ２－１－５労務単価の補正 ４）２交代制の場合の労務

単価」による。 単価」による。

①回航用引船の乗組員数は「回航用引船歩掛表」による。 ①回航用引船の乗組員数は「回航用引船歩掛表」による。

②乗船手当は「北海道職員等の旅費に関する条例」による。 ②乗船手当は

ただし、供用日数（Ｎ１）が、１日未満の場合は乗船手当を計上しない。 供用日数（Ｎ１）が、１日未満の場合は乗船手当を計上しない。

（３）上乗費 （３）上乗費

上乗費＝（※労務単価＋乗船手当）×上乗員数×供用日数（Ｎ１） (小数１位切捨て) 上乗費＝（※労務単価＋乗船手当）×上乗員数×供用日数（Ｎ１） (小数１位切捨て)

※労務単価は「水産基盤整備（漁場）設計積算基準 第２章 １節 ２－１－２労務単価の補正 ４）２交代制の場合の労務単 ※労務単価は「水産基盤整備（漁場）設計積算基準 第２章 １節 ２－１－２労務単価の補正 ４）２交代制の場合の労務

価」による。 単価」による。

①被回航船舶等のうち主作業船については、回航中の保安要員として乗組員のうち船団長１名と普通船員２名を乗船さ ①被回航船舶等のうち主作業船については、回航中の保安要員として乗組員のうち船団長１名と普通船員２名を乗船さ

せることを標準とする。 せることを標準とする。

ただし、保安要員は、船の大きさ、回航距離、経路等により増減することができる。 ただし、保安要員は、船の大きさ、回航距離、経路等により増減することができる。

②乗船手当は「北海道職員等の旅費に関する条例」による。 ②乗船手当は

ただし、供用日数（Ｎ１）が、１日未満の場合は乗船手当を計上しない。 供用日数（Ｎ１）が、１日未満の場合は乗船手当を計上しない。

5-1-10

漁港関係工事積算

基準（2019.10）の

改定に伴う、旅費

の記載内容の改定

5-1-14

（２）旅費等の算出方法 （２）旅費等の算出方法 漁港関係工事積算

旅費等算出の基本式は下記のとおりとする。 旅費等算出の基本式は下記のとおりとする。 基準（2019.10）の

・宿泊を要しない場合 ・宿泊を要しない場合 改定に伴う、旅費

旅費＝人件費＋普通日額旅費＋交通費 旅費＝人件費＋普通日額旅費＋交通費 の記載内容の改定

注）交通費とは、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃とする。 注）交通費とは、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃とする。

・宿泊を要する場合 ・宿泊を要する場合

旅費＝人件費＋日当＋宿泊費＋交通費 旅費＝人件費＋日当＋宿泊費＋交通費

注）交通費とは、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃とする。 注）交通費とは、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃とする。

旅費は、「北海道職員等の旅費に関する条例」に基づき算出する。

（６）乗船手当

乗船手当は、下表のとおりとする。

職 種 乗船手当 摘 要

船 団 長 C65000(円)
北海道職員等の旅費に関する条例による。

高 級 船 員 C65020(円)

普 通 船 員 C65040(円) 金額は消費税を含まない金額である。

（６）乗船手当

乗船手当は、下表のとおりとする。

職 種 乗船手当 摘 要

船 団 長 2,854円

高 級 船 員 2,854円

普 通 船 員 2,854円 金額は消費税を含まない金額である。
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和元年１０月） 新旧対照表（令和２年４月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 旧 新 摘要

5-1-14 （３）旅費の算出 （３）旅費の算出

旅行のための交通手段は下記のとおりとする。 旅行のための交通手段は下記のとおりとする。 漁港関係工事積算

・ 陸路を原則とするが、1,000ｋｍを越える場合は空路で積算することができる。 ・ 陸路を原則とするが、1,000ｋｍを越える場合は空路で積算することができる。 基準（2019.10）の

・ 北海道内の移動はすべて陸路とする。 ・ 北海道内の移動はすべて陸路とする。 改定に伴う、旅費

①普通日額旅費および日当については、下記による。 ①普通日額旅費および日当については、下記による。 の記載内容の改定

(1)宿泊を要しない場合（普通日額旅費）

職 種 普 通 日 額 旅 費
区 分

船団長・高級船員 普通船員

行程8キロメートル以上16キロメートル未満
R02580 （円） R02580 （円）

又は引き続き5時間以上8時間未満の場合

行程16キロメートル以上100キロメートル未満
R02582 (円) R02582 (円)

又は引き続き8時間以上の場合

行程100キロメートル以上の場合
R02584 (円) R02584 (円)

（在勤地以外の地に限る）

注）1．在勤地内の旅行の場合は、計上しない。

2．上表中の金額は、消費税を含まない額である。

(2)宿泊を要する場合（日当）

職 種 日 当 摘 要

船団長・高級船員 R02560 (円)

普 通 船 員 R02560 (円)

注）行程100km以上の旅行をする場合に計上することができる。

②宿泊費

職 種 甲 地 方 乙 地 方 摘 要

船団長・高級船員 円 R02570 (円)
金額は、消費税を含まない額である。

普 通 船 員 円 R02570 (円)

注）1.甲地方とは、東京都、千葉市、横浜市、川崎市、大阪市、堺市、名古屋市、京都市、神戸市、

広島市、福岡市、およびその他これらに準ずる地域で財務省令で定める地域をいい、乙地方とは、甲地

方以外の地域をいう。

2.車中泊が必要な場合には、乙地方相当の宿泊費を計上することができる。

3.船中泊の場合は宿泊費に替え、船賃に食費が含まれていない場合に限り食卓料を計上することが

できる。

(1)宿泊を要しない場合（普通日額旅費）

職 種 普 通 日 額 旅 費
区 分

船団長・高級船員 普通船員

行程8キロメートル以上16キロメートル未満
536円 536円

又は引き続き5時間以上8時間未満の場合

行程16キロメートル以上100キロメートル未満
818円 818円

又は引き続き8時間以上の場合

行程100キロメートル以上の場合
1,081円 1,081円

（在勤地以外の地に限る）

注）1．在勤地内の旅行の場合は、計上しない。

2．上表中の金額は、消費税を含まない額である。

(2)宿泊を要する場合（日当）

職 種 日 当 摘 要

船団長・高級船員 2,000円
金額は、消費税を含まない額である。

普 通 船 員 2,000円

注）行程100km以上の旅行をする場合に計上することができる。

②宿泊費

職 種 甲 地 方 乙 地 方 摘 要

船団長・高級船員 円 8,909円
金額は、消費税を含まない額である。

普 通 船 員 円 8,909円

注）1.甲地方とは、東京都、千葉市、横浜市、川崎市、大阪市、堺市、名古屋市、京都市、神戸市、

広島市、福岡市、およびその他これらに準ずる地域で財務省令で定める地域をいい、乙地方とは、甲地

方以外の地域をいう。

2.車中泊が必要な場合には、乙地方相当の宿泊費を計上することができる。

3.船中泊の場合は宿泊費に替え、船賃に食費が含まれていない場合に限り食卓料を計上することが

できる。
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水産基盤整備事業（漁場）設計積算基準(令和元年１０月） 新旧対照表（令和２年４月１日以降積算基準日適用）

掲 載 頁 旧 新 摘要

5-1-20 （２）労務費 （２）労務費

（２５浬未満(航行距離(片道)）の場合 （２５浬未満(航行距離(片道)）の場合 漁港関係工事積算

労務費＝※労務単価×※乗組員数×供用日数（Ｎ１） (小数１位切捨て) 労務費＝※労務単価×※乗組員数×供用日数（Ｎ１） (小数１位切捨て) 基準（2019.10）の

※労務単価は就業８時間単価による。 ※労務単価は就業８時間単価による。 改定に伴う、旅費

※乗組員数はえい航船舶のほか被えい航船舶を含む。 ※乗組員数はえい航船舶のほか被えい航船舶を含む。 の記載内容の改定

①えい航用引船の乗組員数は「えい航用引船歩掛表」による。 ①えい航用引船の乗組員数は「えい航用引船歩掛表」による。

（２５浬以上(航行距離(片道)）の場合 （２５浬以上(航行距離(片道)）の場合

労務費＝（※労務単価＋乗船手当）×※乗組員数×供用日数（Ｎ１） (小数１位切捨て) 労務費＝（※労務単価＋乗船手当）×※乗組員数×供用日数（Ｎ１） (小数１位切捨て)

※労務単価は「水産基盤整備（漁場）設計積算基準 第２章 １節 ２－１－２労務単価の補正 ４）２交代 ※労務単価は「水産基盤整備（漁場）設計積算基準 第２章 １節 ２－１－２労務単価の補正 ４）２交代

制の場合の労務単価」による。 制の場合の労務単価」による。

※乗組員数はえい航船舶のほか被えい航船舶を含む。 ※乗組員数はえい航船舶のほか被えい航船舶を含む。

①えい航用引船の乗組員数は「えい航用引船歩掛表」による。 ①えい航用引船の乗組員数は「えい航用引船歩掛表」による。

②乗船手当は「北海道職員等の旅費に関する条例」による。 ②乗船手当は による。

ただし、供用日数（Ｎ１）が、１日未満の場合は乗船手当を計上しない。 供用日数（Ｎ１）が、１日未満の場合は乗船手当を計上しない。
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